
件数 給付額 件数 給付額 件数 支払額 件数 支払額

18 38 30
1 名古屋市 ◎ 〇 134 75,947,460 146 135,387,000 〇 94 29,803,800 201 57,083,000

2 豊橋市 〇 〇 26 18,408,764 33 22,471,000 〇 0 0 17 135,000

3 岡崎市 〇 〇 12 8,880,000 17 17,700,500 － － － －

4 一宮市 〇 17 13,051,800 28 22,108,000 〇 2 5,920 11 61,000

5 瀬戸市 〇 8 786,000 5 2,383,724 － － － －

6 半田市 〇 8 196,072 3 108,000 〇 1 職員対応 2 162,000

7 春日井 〇 〇 15 12,761,964 27 16,181,000 〇 1 19,560 3 123,000

8 豊川市 〇 〇 9 7,287,500 10 11,410,000 〇 0 0 2 56,000

9 津島市 〇 2 1,692,000 3 1,159,000 〇 0 0 2 87,800

10 碧南市 〇 〇 3 2,861,000 2 2,450,000 〇 0 0 2 138,000

11 刈谷市 〇 〇 37 3,296,000 39 3,241,000 〇 47 194,77 50 314,000

12 豊田市 〇 〇 － － － － 〇 － － － －

13 安城市 〇 〇 4 3,023,000 8 6,390,000 〇 1 21,000 3 46,000

14 西尾市 〇 0 0 3 60,000 〇 0 0 5 77,000

15 蒲郡市 〇 〇 2 1,978,000 2 2,096,000 〇 0 0 1 276,000

16 犬山市 〇 3 1,493,000 4 4,182,000 〇 0 0 0 0

17 常滑市 〇 〇 0 0 2 946,000 〇 0 0 2 73,400

18 江南市 〇 － － － － 〇 － － － －

19 小牧市 〇 2 2,450,000 3 3,950,000 〇 5 285,525 7 480,000

20 稲沢市 〇 － － － － － － － －

21 新城市 〇 － － － － － － － －

22 東海市 〇 〇 － － － － － － － －

23 大府市 〇 1 19,440 8 3,914,000 〇 0 0 25 394,000

24 知多市 ◎ 〇 2 896,000 7 921,000 〇 13 62,910 48 147,000

25 知立市 〇 2 121,2,600 3 25,000,000 〇 0 0 3 207,000

26 尾張旭市 〇 4 2,924,400 3 3,600,000 〇 2 357,925 2 220,000

27 高浜市 〇 〇 － － － － － － － －

28 岩倉市 〇 0 0 6 2,256,000 〇 0 0

29 豊明市 〇 4 896,200 5 1,950,000 〇 1 94,000 1 84,000

30 日進市 〇 〇 4 284,960 7 200,000 〇 0 0 1 220,320

31 田原市 〇 〇 2 1,893,000 5 3,640,000 〇 0 0 0 0

32 愛西市 〇 － － － － 〇 － － － －

33 清須市 〇 〇 － － － － 〇 － － － －

34 北名古屋市 〇 〇 4 2,269,440 6 3,690,000 〇 0 0 2 108,000

35 弥富市 〇 － － － － － － － －

36 みよし市 〇 3 60,000 25 1,490,000 － － － －

37 あま市 〇 － － － － － － － －

38 長久手市 〇 2 1,212,744 4 3,700,000 〇 51 448,720 96 1,022,000

39 東郷町 － － － －

40 豊山町 － － － －

41 大口市 － － － －
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ひとり親世帯等に対する自立支援計画について

　２０１３年「子どもの貧困対策推進法」成立、２０１４年「子どもの貧困対策に対する大綱」決定。「大綱」では対策
の当面の重点施策として、教育・生活・保護者の就労および経済的支援を掲げている。ここでは「貧困世帯」につ
いて、高校等進学率、大学等進学。率、就職率などの低い現実の指標を示し、その克服を課題とし、ひとり親家
庭等の自立支援策の拡充を求めている。これに基づき地方自治体では、あらためて自立支援計画を充実し、対
策を進めることが課題となっている。
　しかしアンケートの回答ではあらためて自立支援計画（◎）をもったのは名古屋市と知多市に過ぎず、従来の市
を対象とする自立促進計画（○）を持った市を含めても１８／３８市（４７％）に止まっている。なお２０１６年度で自立
支援給付金事業を実施している市はアンケートの回答では２８／３８市（７４％）であるが、厚労省まとめでは２０１５
年度実績で全市町村で実施となっている。また全市町村を対象とする日常生活支援事業はアンケートの回答で
は２５／３８市（６６％）となっているが、厚労省まとめでは３０／５４市町村（５６％）となっている。

自治体名

（２０１６年あいち自治体キャラバンまとめ）
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42 扶桑町 － － － －

43 大治町 － － － －

44 蟹江町 － － － －

45 飛島村
46 阿久比町 － － － －

47 東浦町 － － － －

48 南知多町 － － － －

49 美浜町 〇 － － － －

50 武豊町 － － － －

51 幸田町 － － － －

52 設楽町 － － － －

53 東栄町 － － － －

54 豊根村 － － － －


